
東ヌサトゥンガラ州における社会活動制限（東ヌサトゥンガラ州知事通達） 

 

令和３年８月２７日（総２１第１４５号） 

在デンパサール日本国総領事館     

 

●東ヌサトゥンガラ（ＮＴＴ）州知事は、８月２４日から９月６日まで有効とする東

ヌサトゥンガラ州知事通達第４４０号を発表しました。 

●本件州知事通達では、２３日付け内務大臣指示（ https://www.denpasar.id.emb-

japan.go.jp/files/100227386.pdf ）と内容が異なる部分があります。ＮＴＴ州政府

によれば、本通達が有効期間中優先適用されるとのことです。 

 

 

１．本社会活動制限における管轄地域の感染対策レベルは以下の通り。 

（レベル４） 

クパン市及び東スンバ県 

（レベル３） 

クパン県、中部スンバ県、アロール県、ベル県、エンデ県、東フローレス県、レンバ

タ県、マラカ県、マンガライ県、西マンガライ県、東マンガライ県、ナゲケオ県、ン

ガダ県、ロテンダオ県、サブライジュア県、シッカ県、西スンバ県、南西スンバ県、

南ティモールトゥンガ県及び北ティモールトゥンガ県 

 

２．レベル４に指定された地域の社会活動制限内容は以下の通り。 

（１）教育活動はオンライン又は収容人数を２５％に制限し行う。 

（２）必須分野（esensial）以外の部門は、２５％までの出勤を認める。ただし、ク

ラスターが発生した場合には、５日間閉鎖される。 

（３）必須分野（esensial：金融（窓口業務：２５％を除く）、資本市場、支払いシス

テム、情報通信、隔離業務を行わないホテル）の活動は、５０％までの出勤を認める。 

（４）輸出指向産業の工場部門は、１００％の出勤を認める。ただし、クラスターが

発生した場合には、５日間閉鎖される。 

（５）重要分野（kritikal：エネルギー、保健、治安、物流・運輸、食品・飲料関連

産業、石油化学、セメント、国家の重要施設、防災、国家戦略プロジェクト、基礎サ

ービス（電力、水）、生活必需品産業）については、１００％の出勤を認める。 

（６）行政機関における公共サービスを提供する分野においては、２５％までの出勤

を認める。 

（７）日常生活必需品を販売するスーパー、伝統市場、雑貨屋については、営業時間

は午後８時までとし、収容人数を５０％に制限する。 

（８）薬局の営業時間は２４時間可とする。 

（９）移動式屋台、雑貨店、散髪、洗濯、洗車等の店の営業は保健プロトコルの順守

を条件に許可する。 

（10）飲食店の営業は午後８時まで、収容人数は２５％まで、１テーブルあたりの着
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席は２人までの制限下で許可する。 

（11）ショッピングモールの営業は、アプリ「pedulilindungi」の使用または、より

厳格な保健プロトコルの適用を条件に、収容人数を５０％に制限して午前１０時から

午後８時まで許可する。 

（12）建設活動は、１００％の活動可とする。 

（13）宗教活動は、収容人数を２５％に制限し行うこととする。 

（14）公園、観光地等の公共施設は、アプリ「pedulilindungi」の使用または、より

厳格な保健プロトコルの適用を条件に、収容人数を２５％に制限して営業を許可する。 

（15）芸術、文化及び社会活動は、アプリ「pedulilindungi」の使用または、より厳

格な保健プロトコルの適用を条件に、収容人数を２５％に制限して行うことを許可す

る。 

（16）スポーツ活動/試合は、政府による無観客での開催及び個人の自主的な運動を

厳格な保健プロトコルの適用を条件に認める。 

（17）公共交通機関の定員は、７０％までに制限する。 

（18）結婚披露宴の開催は、収容人数を２５％に制限（最大３０人）することとする。 

（19）公共交通機関（飛行機、バス、鉄道）での国内長距離移動（レベル４の地域へ

の出入域）においては、飛行機での移動については、出発前２日以内に検体採取され

たＰＣＲ検査の陰性証明書、その他の交通機関での移動については、出発前１日以内

に検体採取された迅速抗原検査の陰性証明書の提示を求める。運輸業に従事する車両

の運転手を除き、ワクチン接種証明書を保持すること。 

（20）自宅外では、マスクを常時着用とする。マスクを着用せず、フェイスシールド

のみの着用は禁止とする。 

 

３．レベル３に指定された地域での社会活動制限は以下の通り。 

（１）教育活動は職業訓練高校（６２％～１００％）、幼児教育施設（３３％）を除き、

オンライン又は収容人数を５０％に制限し行う。 

（２）職場における出勤率は２５％に制限し、７５％を在宅勤務とする。 

（３）必須分野（esensial：金融、資本市場、支払いシステム、情報通信、エネルギ

ー、保健、治安、物流・運輸、食品・飲料関連産業、石油化学、セメント、国家の重

要施設、防災、国家戦略プロジェクト、建設、基礎サービス（電力、水）、生活必需品

産業）については、１００％の出勤を認める。 

（４）産業分野については、１００％の出勤を認める。ただし、クラスターが発生し

た場合には、５日間閉鎖される。 

（５）日常生活必需品を販売するスーパー、伝統市場、雑貨屋、移動式屋台、雑貨店、

散髪、洗濯、洗車等の店の営業を許可する。 

（６）飲食店の営業は、午後８時まで、収容人数は２５％まで、１テーブルあたりの

着席は２人までの制限下で許可する。 

（７）ショッピングモールの営業は、アプリ「pedulilindungi」の使用または、より

厳格な保健プロトコルの適用を条件に、収容人数を５０％に制限して午前１０時から

午後８時までの営業と許可する。 



（８）建設活動は、１００％の活動可とする。 

（９）宗教活動は、収容人数を２５％に制限し行うこととする。 

（10）公園、観光地等の公共施設は、収容人数を５０％に制限することとする。 

（11）芸術、文化及び社会活動は、アプリ「pedulilindungi」の使用または、より厳

格な保健プロトコルの適用を条件に、収容人数を５０％に制限して行うことを許可す

る。 

（12）スポーツ活動/試合は、政府による無観客での開催及び個人の自主的な運動を

厳格な保健プロトコルの適用を条件に認める。 

（13）結婚披露宴の開催は、収容人数を２５％に制限することとする。 

（14）集会場は一時的に閉鎖する。 

（15）公共交通機関の定員は、７０％までに制限する。 

（16）公共交通機関（飛行機、バス、鉄道）での国内長距離移動（レベル３の地域へ

の出入域）においては、飛行機での移動については、出発前２日以内に検体採取され

たＰＣＲ検査の陰性証明書、その他の交通機関での移動については、出発前１日以内

に検体採取された迅速抗原検査の陰性証明書の提示を求める。運輸業に従事する車両

の運転手を除き、ワクチン接種証明書を保持すること。 

（17）自宅外では、マスクを常時着用とする。マスクを着用せず、フェイスシールド

のみの着用は禁止とする。 

 

４．本通達は２０２１年８月２４日から９月６日まで有効とする。 


